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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 333,075 5.8 17,562 △17.7 17,646 △29.9 9,934 △49.0

2026年３月期中間期 314,823 3.6 21,345 14.8 25,180 72.8 19,463 82.0

（注）包括利益 2027年３月期中間期 6,868百万円（△70.0％） 2026年３月期中間期 22,915百万円（－％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 116.63 －

2026年３月期中間期 228.73 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期中間期 548,850 372,314 63.6

2026年３月期 548,334 371,521 63.4

（参考）自己資本 2027年３月期中間期 348,947百万円 2026年３月期 347,776百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 55.00 － 60.00 115.00

2027年３月期 － 60.00

2027年３月期（予想） － 60.00 120.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 650,000 0.8 30,000 △15.8 33,000 △24.6 20,000 △32.1 238.06

１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

当社は2026年10月28日開催の取締役会において、自己株式の取得及び消却について決議いたしました。2027年3月期の連
結業績予想における「1株当たり当期純利益」については、当該自己株式の取得及び消却の影響を考慮しております。な
お、当該自己株式の取得及び消却については、添付資料のＰ．８「２．中間連結財務諸表及び主な注記（３）中間連結
財務諸表に関する注記事項 （重要な後発事象）」をご覧ください。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期中間期 89,234,171株 2026年３月期 89,234,171株

②  期末自己株式数 2027年３月期中間期 4,038,918株 2026年３月期 4,126,002株

③  期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 85,172,416株 2026年３月期中間期 85,092,240株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

注）詳細は、添付資料Ｐ．７「（３）中間連結財務諸表に関する注記事項（中間連結財務諸表の作成に特有の会

計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：無

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

注）期末自己株式数及び期中平均株式数（中間期）の算定上控除する自己株式数には、従業員向け株式交付信託

が保有する当社株式が含まれております。

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間の業績につきましては、連結売上高は333,075百万円と、前年同期に比べ18,252百万円

(5.8％)の増収となりました。利益につきましては、連結営業利益は17,562百万円と、前年同期に比べ3,783百万円

(△17.7％)の減益となりました。連結経常利益は17,646百万円と、前年同期に比べ7,534百万円(△29.9％)の減益

となりました。親会社株主に帰属する中間純利益は9,934百万円と、前年同期に比べ9,529百万円(△49.0％)の減益

となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

　客先生産台数の増加などにより、売上高は173,182百万円と、前年同期に比べ15,201百万円(9.6％)の増収となり

ました。営業利益は原材料の値上がりや固定費用の増加などにより、367百万円と、前年同期に比べ903百万円

(△71.1％)の減益となりました。

（北米）

　客先生産台数の減少があったものの為替換算上の影響などにより、売上高は91,858百万円と、前年同期に比べ

4,710百万円(5.4％)の増収となりました。営業利益は客先生産台数の減少などにより、4,456百万円と、前年同期

に比べ1,724百万円(△27.9％)の減益となりました。

（アジア）

　客先生産台数の減少があったものの為替換算上の影響などにより、売上高は97,514百万円と、前年同期に比べ

1,454百万円(1.5％)の増収となりました。営業利益は客先生産台数の減少などにより、11,543百万円と、前年同期

に比べ612百万円(△5.0％)の減益となりました。

（その他）

　売上高は24,735百万円と、前年同期に比べ1,048百万円(4.4％)の増収となりました。営業利益は1,759百万円

と、前年同期に比べ188百万円(△9.7％)の減益となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

　当中間連結会計期間末の総資産は、548,850百万円と、前連結会計年度末に比べ、516百万円増加いたしました。

負債は、賞与引当金の減少などにより、176,535百万円と、前連結会計年度末に比べ、277百万円減少いたしまし

た。純資産は、親会社株主に帰属する中間純利益の計上による利益剰余金の増加などにより372,314百万円と、前

連結会計年度末に比べ、793百万円増加いたしました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　通期の連結業績予想につきましては、2026年５月15日決算発表時の公表値から変更しておりません。

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 80,905 76,214

受取手形及び売掛金 84,997 84,280

電子記録債権 10,757 10,828

有価証券 36,881 35,292

商品及び製品 29,391 31,097

仕掛品 43,823 44,680

原材料及び貯蔵品 9,713 10,119

その他 17,220 16,850

貸倒引当金 △50 △57

流動資産合計 313,639 309,306

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 50,114 48,397

機械装置及び運搬具（純額） 45,950 45,920

その他（純額） 39,241 44,276

有形固定資産合計 135,305 138,594

無形固定資産

その他 5,149 5,333

無形固定資産合計 5,149 5,333

投資その他の資産

投資有価証券 18,051 19,061

退職給付に係る資産 62,997 63,359

その他 13,271 13,280

貸倒引当金 △80 △85

投資その他の資産合計 94,240 95,615

固定資産合計 234,695 239,543

資産合計 548,334 548,850

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 53,470 54,847

電子記録債務 1,310 1,499

１年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 3,690 3,544

賞与引当金 11,986 9,469

製品保証引当金 12,434 12,694

その他の引当金 214 90

その他 41,645 42,513

流動負債合計 124,751 134,658

固定負債

社債 10,000 －

役員退職慰労引当金 276 251

退職給付に係る負債 16,423 16,543

資産除去債務 72 72

その他 25,288 25,009

固定負債合計 52,061 41,877

負債合計 176,812 176,535

純資産の部

株主資本

資本金 22,856 22,856

資本剰余金 25,245 26,936

利益剰余金 243,617 248,426

自己株式 △8,520 △10,002

株主資本合計 283,198 288,216

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,955 3,173

為替換算調整勘定 35,814 33,021

退職給付に係る調整累計額 25,807 24,536

その他の包括利益累計額合計 64,577 60,730

非支配株主持分 23,745 23,367

純資産合計 371,521 372,314

負債純資産合計 548,334 548,850
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

売上高 314,823 333,075

売上原価 266,952 284,883

売上総利益 47,870 48,192

販売費及び一般管理費 26,525 30,630

営業利益 21,345 17,562

営業外収益

受取利息 656 754

受取配当金 210 92

持分法による投資利益 400 266

為替差益 1,566 －

その他 1,526 482

営業外収益合計 4,362 1,596

営業外費用

支払利息 33 27

為替差損 － 898

固定資産除売却損 430 467

その他 62 119

営業外費用合計 526 1,512

経常利益 25,180 17,646

特別利益

投資有価証券売却益 2,566 －

特別利益合計 2,566 －

特別損失

減損損失 82 －

特別損失合計 82 －

税金等調整前中間純利益 27,664 17,646

法人税等 7,228 6,784

中間純利益 20,436 10,861

非支配株主に帰属する中間純利益 973 927

親会社株主に帰属する中間純利益 19,463 9,934

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

中間純利益 20,436 10,861

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △177 249

為替換算調整勘定 3,724 △2,842

退職給付に係る調整額 △948 △1,276

持分法適用会社に対する持分相当額 △119 △122

その他の包括利益合計 2,479 △3,992

中間包括利益 22,915 6,868

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 21,729 6,087

非支配株主に係る中間包括利益 1,186 781

（中間連結包括利益計算書）
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（３）中間連結財務諸表に関する注記事項

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

日本 北米 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 125,909 87,058 78,465 291,434 23,389 314,823 － 314,823

セグメント間の内部
売上高又は振替高

32,071 89 17,594 49,755 298 50,054 △50,054 －

計 157,981 87,148 96,060 341,190 23,687 364,877 △50,054 314,823

セグメント利益 1,270 6,180 12,155 19,606 1,947 21,554 △209 21,345

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

日本 北米 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 135,568 91,624 81,594 308,787 24,288 333,075 － 333,075

セグメント間の内部
売上高又は振替高

37,614 234 15,919 53,768 446 54,215 △54,215 －

計 173,182 91,858 97,514 362,555 24,735 387,290 △54,215 333,075

セグメント利益 367 4,456 11,543 16,367 1,759 18,126 △564 17,562

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　 至　2025年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額△209百万円は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　 至　2026年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額△564百万円は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

（自己株式の取得及び消却）

当社は、2026年10月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき自己株式の取得に係る事項について決議するとともに、会社法第178条の規定に基づ

き自己株式を消却することを決議いたしました。

１．自己株式の取得及び消却を行う理由

当社は中期経営計画（Tokai Rika Vision 2030）において、株主還元の拡充を目的とし、機動的な自己株式取

得を行うこととしております。この方針に基づき、自己株式の取得及び取得した自己株式全数の消却を行うもの

です。

２．取得に係る事項の内容

（1）取得対象株式の種類　　：当社普通株式

（2）取得し得る株式の総数　：2,600,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.9％）

※当社は従業員向け株式交付信託を導入しており、当該信託が所有する当社株

式1,560,800株は控除する自己株式に含めておりません。

（3）株式の取得価額の総額　：8,600,000,000円（上限）

（4）取得期間　　　　　　　：2026年10月29日～2026年12月31日

（5）取得方法　　　　　　　：東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)による買付け

３．消却に係る事項の内容

（1）消却対象株式の種類　　：当社普通株式

（2）消却する株式の総数　　：上記２．により取得した自己株式の全数

（3）消却予定日　　　　　　：上記２．の取得が終了した日が含まれる月の翌月末日

（当該日が銀行営業日以外の日に当たるときは、その前銀行営業日）
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